原油価格高騰の緊急対策を求める意見書

昨年より続いている原油価格の高騰は、住民生活はもとより農林水産業、製造業及び運輸業など産業全般に深刻な影響を及ぼして　いる。佐渡市においても積極的な措置が強く求められているが、現状は、もはや財政基盤の脆弱な一地方自治体の権能と責任の限界を遥かに超えるものであり、政府による迅速かつ抜本的な対応策が待たれている。
よって、政府におかれては、市民の安全・安心できる生活と産業全般の経営安定を図るため、次の事項について積極的な対策を早急に講じていくことを強く要望する。
記

１　住民生活の安定並びに農林水産業、製造業及び運輸業等の経営安定を図るため、重油、軽油、ガソリン及び灯油等の価格安定　　対策を講じるとともに、即効性のある補てん措置の導入や資金　融通措置等の充実強化を図ること。
2　原油価格高騰の要因の一つとして、金融市場からの投機的資金の流入が上げられるので、これを規制すること。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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